
 平成23年度当初予算　予算要求シート

-

今年度要求のポイント

市民人権局市民人権総務課・各区役所企画総務課局・課名／　　

9,398 7,634

30,630

交通相談関係

022

事業内容

関連事業

整理番号 07

市民が抱える問題解決の糸口を見いだすきっかけづくりであり、ひい
ては、市民生活の安定を目指すものである。

事業目的

その他事務経費 277 282

事業の継続実施

【今後（～24年度】

その他　特記事項スケジュール（経過及び今後展開）

その他

合計

市民の方が気軽に相談できる場として、各区役所に専門の相談員によ
る無料の相談窓口を設置する。
【市民相談】各区で実施。月～金　9時～16時。
【交通事故相談】堺区で実施　月～金　10時～17時。堺区以外では事
前予約による出張相談を行う。
【法律相談】堺区で週3回、他区で週2回実施。13時～16時。予約制、
先着6人（相談時間1人25分）。
【特別（サラ金）相談】堺区で月2回実施。13時～16時。事前に「市民
相談」での相談が必要。予約制、先着5人（相談時間1人30分）。
【登記・測量相談）】
堺区で月2回実施。13時～16時。予約制、先着6人（相談時間1人25
分）。
【就学相談】
各区で実施。月～金

85,619 95,680

483

内容・積算等

相談員報酬等

37,824

23年度要求額

相談員報酬等

20,417 24,664 相談員報酬等

83 288 研修講師謝礼金等

相談用消耗品費等

(単位　千円)

相談員研修

24,310 24,505

登記測量相談関係 504

平成21年度決算額事 業 名 区役所広聴・相談事務

主な要求内容 （単位：千円）

市民相談関係

平成22年度予算額 平成23年度要求額

95,68085,619

全体事業費

78,554事 業 費

項目

より市民ニーズに合致した相談体制となるよう、以下の点で体制整備を行ったうえでの要求とした。
①交通事故相談・・・現在の4人体制（堺区3名、美原区1名）を見直し、堺区3名に相談員を集約。他区で面談による相談
の申し込みがあった場合には、予約制による出張相談を行うこととする。
②就学相談・・・相談員の勤務時間を延長し、相談体制の充実を図る。
③相談員研修・・・相談員のレベルアップを目指し、研修体制の強化を図る。

22年度予算

就学相談関係

法律相談関係

事業期間 　S38～　H　　

開始年度：【市民相談】昭和38年、【交
通事故相談】昭和42年、【法律相談】
昭和45年、【特別（サラ金）相談】昭和
60年、【登記・測量相談】昭和55年、
【就学相談】平成13年

事業の継続実施

【経過（～22年度】 【23年度】


